
　請願者である協議会については、
議会において請願が採択されたこ
とから、市では協議会の経緯など
の確認を行うことは考えていない。
しかしながら、今後も路線バスの
運行予定事業者のみならず、必要
に応じて協議会からの聞き取りも
行っていく。

　西小学校は、市内で一番児童数
が多く、721人が通うため、特別
教室や図工室が普通教室に改修さ
れるなど、教室不足が深刻である。
学区内では建築中の戸建て住宅が
目立ち、児童は今後更に増えると
予測される。学習環境を整えるた
めの対策を伺う。

　小学校の児童数増加については、
校舎内を改修し対応する予定であ
るが、児童数に関する問題は西小
学校だけではなく、市の将来の全
体像を踏まえ、教育環境を第一に
考え、公共施設再編計画と合わせ、
通学区域の見直しなどを含めた対
応策を検討するものである。

問 西小学校の
教室不足について 答 通学区域見直しを含め

対応策を検討する

　最初の実際の行動が「エリアマ
ネジメントとは何か。」から始め
られるようでは、いつまでも実現
されないように思うがいかがか。
「成果がある。」と言うなら、次
回３月定例会でその中身を伺う。
また、今運行中の「路線バス」を
具体的な課題とするのはどうか。

　市民の方の制度の理解が必要で
ある。そのため、４年度は勉強会
や組織づくりを行う。具体的な活
動は５年度からとなるため、今年
度の成果を問われた際には勉強会
の成果に関する説明となる。交通
の課題は、今後策定する地域公共
交通計画で検討する。

問 市が進めるエリア
マネジメントについて 答 新白岡駅周辺地域で

取組を推進していく

総務常任委員会 鶴ヶ島市における地域公共交通について

10月24日（月）鶴ヶ島市役所

　地域公共交通においては、市民から様々な
意見を伺うことがあり、先進市である鶴ヶ島
市の「つるバス・つるワゴン」の現状につい
て視察し説明を受けた。
　鶴ヶ島市は、人口約７万人、面積17.65㎢
という規模の市であり、交通網を構築するに
はある意味組み立てやすいと考える。
　つるバス・つるワゴンの目的は、高齢者、
障がい者、交通手段を持たない方など、いわ
ゆる交通弱者の市内の移動手段を確保するほ
か、通勤や通学、買い物などにも利用できる
市内における公共交通機関を確保するためで
ある。
　また、早朝や夜間の通勤等にも対応してお
り、高齢者や障がい者、妊婦や子育て中の市
民など交通弱者にとっては大変ありがたい
サービスであると感じられた。
　つるバス・つるワゴンは、市民の移動手段
として掛け替えのない事業であるが、現実問
題として赤字を解消することは難しく、福祉

的な要素があるとはいえ、地域公共交通を維
持することはどの地域も難しい状況であると
感じられた。
　白岡市の今後の街づくりにおいては、高齢
者のアクセス問題や市外からの転入者の積極
的な受け入れが大きなポイントであると考え
る。
　さらに、費用対効果については、赤字補償
額だけで判断するのではなく、医療費の削減
や高齢者のフレイル対策につながる広い視野
及び10年単位での結果や効果を考えた施策の
展開を期待する。

産業建設常任委員会
久喜市南栗橋８丁目周辺地区の
まちづくりについて
11月２日（水）久喜市南栗橋８丁目周辺地区及び戸建て住宅販売事務所

　久喜市南栗橋８丁目周辺地区における産官
学連携による次世代のまちづくりを推進する
プロジェクト「ＢＲＩＤＧＥ ＬＩＦＥ Ｐｌ
ａｔｆｏｒｍ構想」について、現地視察を含
めて調査を行った。
　本プロジェクトは、久喜市、東武鉄道株式
会社、トヨタホーム株式会社、イオンリテー
ル株式会社及び早稲田大学大学院小野田研究
室が共同で構想を策定したものであり、５者
が連携して戸建て街区、商業街区、生活利便
街区等からなる新たなまちづくりを推進して
いるものである。
　東武日光線南栗橋駅から500m付近であり
ながら、約16.7haという広大な区域に、産
官学の5者が連携した街づくりであり、東武
鉄道株式会社が駅前に所有する約9.5haの未
利用地を最大限活用したすばらしい事業で
あった。
　戸建て街区を中心とする配電関係施設、太
陽光パネルの設置・利用や、「ゼロエネル

ギーハウス」の現代的かつ最新の住宅造り手
法、また、次世代モビリティ（自動配送ロボッ
ト）の実証実験は、新しい試みとして参考に
なった。
　約4000万円の一戸建て住宅を170戸余り販
売するとのことであり、周辺の地価の維持や
市の固定資産税収入等の副次的なメリットは
数々あると思うが、同様の方式を本市に持っ
てくれば良いか否かというのは別問題であ
る。少なくとも土地の価値を高めることには
メリットとデメリットの双方があることをあ
る程度認識すべきであると感じた。

文教厚生常任委員会 戸田市における学校教育について

11月１日（火）戸田市役所

　戸田市教育委員会教育長から戸田市におけ
る学校教育の現状、教育改革のコンセプト、
直面する様々な教育課題、教育委員会会議の
運営上の工夫、その他教育改革の実践活動等
について説明を受けた。
　「実社会とつながる教育」との教育長の理
念の下に、知識偏重・記憶型学習からＰＢＬ
型（問題解決型学習）への移行を目指してい
る。
　ＰＢＬ型とは、与えられた問題から期待さ
れる答えを出す学習ではなく、自ら問題・課
題を発見し、自らの調査や相互の話し合いを
通して解決を試みる学習である。現状の授業
環境からの移行は困難を伴うものであること
は容易に想像されるが、今後の進展を期待し
たい。
　学校教育になじめない子や、様々な環境に
翻弄されている子がいる。一人一人の特性に
合った多様な学びの場を整備している。特に
先進的と思われるのは、オンラインによる不

登校支援プログラムである。顔を出すことが
できない子どもでも、オンライン上でアバ
ター（分身）となって学習に参加できる場が
用意されている。
　教育委員会や学校の開放性を進めることが
第一と考える。そして、学校だけでなく地域
全体で情報の共有化が進み、様々な意見が自
由に交わされるようになったら、先進的な教
育を実施できると期待される。

石原富子 議員
（TSUNAGU）

加藤一生 議員
（新風の会）
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